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はじめに/調査概要
Google AI OverviewやChatGPTなどを⽤いた⽣成AI検索の普及により、従来のSEO施策だけでは安定的なWeb流
⼊を確保しにくくなるのではないか。本調査はそんな仮説から始まりました。
ところが、調査結果は予想を裏切るものでした。流⼊が「増えた」と回答した企業は36.6%と、「減った」15.2%を⼤きく上
回ったのです。⼀⽅で、問い合わせや売上への影響は増減がほぼ拮抗しており、「流⼊は増えているのに、成果につながって
いない」という実態が浮かび上がりました。

では、BtoBマーケターは今、何に活路を⾒出そうとしているのか。本調査では、AI検索時代における顧客接点の変化につ
いて、BtoB企業のマーケティング・広報・カスタマーサクセス担当者176名にアンケートを実施しました。皆様の情報発信戦
略を⾒直すきっかけになれば幸いです。

本書 「BtoB企業 Webマーケティング実態調査(2026年版)」は以下の要領で実施しました。

■調査概要

・調査の⽬的︓AI検索時代におけるBtoBマーケティングの実態と、担当者の意識変化を明らかにする

・調査対象︓⼀般企業で「マーケティング」 「広報」 「カスタマーサクセス」のいずれかにたずさわっている⽅

・調査時期︓2026年6⽉

スクリーニング調査︓ 2026年5⽉25⽇ 〜 2026年6⽉1⽇（BtoB企業に勤める会社員）

    本調査︓2026年6⽉1⽇ 〜 2026年6⽉8⽇

（マーケティング・広報・カスタマーサクセス職）

・調査⽅法︓インターネットリサーチ

・調査実施機関︓株式会社グリーゼ

・有効回答数︓スクリーニング調査8348 本調査176
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調査結果サマリー
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① AI検索の影響、63.6%が「感じている」。流⼊増加企業が減少企業を上回る

AI検索の普及が⾃社のWebマーケティング施策に何らかの影響をおよぼしていると答えた企業は63.6%にのぼります。
「とてもそう思う」（17.0%）と「どちらかというとそう思う」（46.6%）を合わせると、回答者の6割強がすでにAI検索
の影響を実感していることがわかります。
実際の影響を尋ねたところ、⾃社サイトやオウンドメディアへの流⼊が「増えた」と答えた企業は36.6%となり、「減った」
（15.2%）を⼤きく上回りました。AI検索の普及によって、むしろ流⼊増加を実感している企業のほうが多いことが明
らかになりました。

⼀⽅で問い合わせや売上への影響は増減がほぼ拮抗しており、流⼊の増加が成果に直結していないケースも多く⾒ら
れます。AI検索時代に求められるのは、流⼊数の回復ではなく、顧客との接点の質そのものを⾒直すことかもしれませ
ん。

② 業種・ビジネスモデルによって、明暗が⼤きく分かれている

業種・ビジネスモデルによってAI検索との相性は異なり、受託開発・ITインテグレーションでは流⼊増が54.5%と⾼⽔
準である⼀⽅、EC・⼩売では流⼊減と問い合わせ減が同率44.4%で並ぶなど、明暗が⼤きく分かれています。AI検
索の影響は⼀律ではなく、⾃社の事業特性を踏まえた対応が求められています。

③ 顧客接点の⾒直しが進む中、新規と既存で有効なチャネルが異なることが⾒えてきた

新規顧客向けの情報発信ではホームページ・SNSが依然として主役ですが、既存顧客向けではメルマガの存在感が
増しています（11.9%→19.9%）。

外部プラットフォームへの依存リスクが意識される中、⾃社で直接コントロールできる顧客接点をどう構築するかが、今後
のWebマーケティングの重要なテーマになりそうです。

流⼊増加企業が減少企業を上回る⼀⽅で、問い合わせや売上への影響は拮抗している。
流⼊数の変化だけでは成果を⼗分に説明できない実態が明らかになった。



Chapter 1︓AI検索は、実際に何を変えたのか︖

AI検索の普及が⾃社のWebマーケティング施策に何らかの影響をおよぼしていると答えた企業は63.6%にのぼります。
「とてもそう思う」（17.0%）と「どちらかというとそう思う」（46.6%）を合わせると、回答者の6割強がすでにAI検索の
影響を肌で感じていることがわかります。
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Q5  AI検索（GoogleのAI Overviewや⽣成AI検索など）の普及は、あなたの会社のWebマーケティング施
策に何らかの影響をおよぼしていると思いますか︖ 単⼀回答 n=176

Q 6 (Q5の質問にとてもそう思う・どちらかといえばそう思うと回答した⽅のみ)
AI検索（GoogleのAI Overviewや⽣成AI検索など）の普及はあなたの会社のWebマーケティングに、どんな
影響をおよぼしていると思いますか︖ 複数回答 n=112

実際の影響を尋ねたところ、⾃社サイトやオウンドメディアへの流⼊が「増えた」と答えた企業は36.6%と、「減った」
15.2%を⼤きく上回りました。当初の予測とは異なり、AI検索の普及は必ずしも流⼊の減少をもたらしていません。

⼀⽅で、問い合わせ件数への影響を⾒ると、「増えた」23.2%と「減った」23.2%がほぼ拮抗しています。売上件数に
おいても「増えた」9.8%と「減った」11.6%でほぼ⼤差はありません。
流⼊は増えているのに、問い合わせや売上への影響は増減が拮抗したままになっています。

このギャップこそが、AI検索時代における新たな課題として浮かび上がっています。

63.6%が「AIの影響ある」と認識

流⼊は増えても、問い合わせと売上の増減は拮抗。
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Chapter 1︓AI検索は、実際に何を変えたのか︖
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業種・ビジネスモデルによって、影響の様相は⼤きく異なる

同じ「AI検索の影響を感じている」企業の中でも、流⼊の変化は業種・ビジネスモデルによって明暗が分かれています。
業種・ビジネスモデルによってAI検索との相性は異なり、恩恵を受けやすい業態もあれば、ダメージが集中する業態もあります。
業種・ビジネスモデル別の詳細は下記グラフをご参照ください。

製造業では流⼊が「増えた」企業が41.4%と⾼⽔準にある⼀⽅、問い合わせが「増えた」は20.7%にとどまります。

卸売業・⼩売業では問い合わせ減少が37.5%と突出しており、流⼊増加（25.0%）を⼤きく上回るダメージが⽣じていま
す。

医療・ヘルスケアは流⼊増（37.5%）と問い合わせ増（37.5%）が同率で、成果への転換が⽐較的進んでいる業種
です。



Chapter 1︓AI検索は、実際に何を変えたのか︖

6
© Gliese Co.,Ltd.

業種・ビジネスモデルによって、影響の様相は⼤きく異なる

これは調査データから直接導ける結論ではありませんが、流⼊増加と問い合わせ・売上への影響が⼀致していない背景には、AI
検索によるユーザー⾏動の変化が関係している可能性があります。
例えば、AI検索によってユーザーが検索結果画⾯上で⼀定の情報を得たうえで、さらに詳しい情報を確認するために企業サイト
を訪れているケースも考えられます。その場合、サイト訪問者は従来の検索流⼊と⽐べて情報収集段階にある割合が⾼く、必ず
しも問い合わせや発注の直前とは限りません。

また、AI検索経由で流⼊するユーザーの意図や⾏動特性については、現時点では⼗分な知⾒が蓄積されているとは⾔えず、今
後さらに検証が必要な領域です。今回の調査結果から確認できるのは、流⼊増加と成果増加が必ずしも⼀致していないという
事実です。AI検索時代のWebマーケティングでは、流⼊数だけでなく、「どのようなユーザーが、どのような⽬的で訪問しているの
か」という流⼊の質にも⽬を向ける必要があると⾔えるでしょう。

ビジネスモデル別に⾒ると、受託開発・ITインテグレーションは流⼊増が54.5%と全ビジネスモデル中最⾼で、AI検索と相性
が良い傾向が⾒られます。

⼀⽅EC・⼩売では流⼊減と問い合わせ減が同率44.4%で並び、AI検索の影響が直接的なダメージとして現れています。

受注⽣産型ビジネスと専⾨サービスは流⼊増が40%台と⾼⽔準ですが、問い合わせ増への転換は20%台にとどまっており、
成果への結びつきに課題があります。



Chapter 2︓
新規・既存顧客向けの情報発信、企業はどの⼿段を有効と考えているか︖

Q7 AI検索（GoogleのAI Overviewや⽣成AI検索など）の普及により、新規顧客向けの情報発信で今後有効だと
思う⼿段は何ですか︖３つまで選択してください。n=176

新規顧客向けで有効な情報発信ツールはホームページ・SNSが主役。
既存顧客向けでは、メルマガの存在感が増す
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AI検索の普及を受け、新規顧客向けの情報発信⼿段として今後有効だと思うものを尋ねたところ、「⾃社ホームページ」
（26.1%）が最多となり、「公式SNS」（25.6%）、「わからない・答えたくない」（23.3%）と続きました。オウンドメディ
ア（21.0%）やウェビナー・オンラインイベント（17.0%）も⼀定の⽀持を集めています。
新規顧客との接点においては、検索やSNSを起点としたWebチャネルが依然として主役です。⼀⽅でメルマガは11.9%にとど
まり、新規顧客向けの⼿段としての優先度は相対的に低い結果となりました。

Q8 AI検索（GoogleのAI Overviewや⽣成AI検索など）の普及により、既存顧客向けの情報発信で今後有効
だと思う⼿段は何ですか︖３つまで選択してください。 n=176

既存顧客向けの情報発信⼿段として今後有効だと思うものを尋ねたところ、「⾃社ホームページ」（27.3%）が最多となり、
「公式SNS」（20.5%）、「メルマガ」（19.9%）と続きました。
新規顧客向けの結果と⽐較すると、メルマガの順位に明確な変化が⾒られます。新規向けでは11.9%で上位に⼊らなかった
メルマガが、既存向けでは19.9%と約8ポイント上昇し、3位に浮上しています。新規向けにおいてはWebチャネルが主役
である⼀⽅、すでに関係のある顧客との接点維持においては、直接届けられるメルマガへの期待が相対的に⾼まっていることが
わかります。

新規顧客向け・既存顧客向けいずれの設問においても、「わからない・答えたくない」が23%以上と約4分の1を占めました。
AI検索の影響を感じながらも、情報発信⼿段の⽅向性について判断を保留している層も⼀定数存在します。外部環境の
変化が速く、打ち⼿の⾒極めが難しい時代であることを⽰す数字と⾔えるでしょう。



サービス業・卸売業は既存向けメルマガが1位。SaaS・ECでは既存顧客向けメルマガの存在感が上昇
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サービス業（⼈材・広告・コンサル等）では、新規顧客向けにはWeb広告（28.0%）が最多である⼀⽅、既存顧客向け
ではメルマガ（28.0%）が最多に逆転しています。新規向けと既存維持で情報発信⼿段を明確に使い分けている傾向が
⾒られます。

卸売業・⼩売業では、新規・既存ともにメルマガが最多回答（新規24.0%、既存28.0%）となっており、顧客層を問わず
メルマガへの依存度が⾼い業種と⾔えます。

これらの業種に共通するのは、担当者との継続的な関係構築が受注や継続利⽤に直結するビジネスモデルであるという点
です。検索やSNSのように「⾒つけてもらう」ことを待つのではなく、定期的に⾃社から情報を届け、顧客の頭の中に「想起され
る存在」であり続けることが重要になります。そのための⼿段として、メルマガが選ばれていると考えられます。

ビジネスモデル別に⾒ると、メルマガの位置づけに2つの異なるパターンが浮かび上がります。

受託開発・ITインテグレーションは、既存顧客向けでメルマガが27.3%で同率1位、新規顧客向けでも24.2%で同率2位
と、新規・既存を問わずメルマガを顧客接点の中⼼に据えています。新規向けではウェビナー・オンラインイベントが27.3%で
1位となっており、ウェビナーで⾒込み客との接点を作り、メルマガで関係を育てるという流れが機能している可能性があります。

⼈材・広告・コンサルなど専⾨サービスも既存向けで29.4%と1位となっており、新規向けでも23.5%で上位に⼊っています。
顧客との⻑期的な関係構築が受注に直結する業態ならではの選択と⾔えるでしょう。

⼀⽅で、下記のビジネスモデルにおいては、新規向けではほとんど選ばれていないにもかかわらず、既存向けでは順位が⼤きく
上昇します。

・SaaS・サブスクリプション型（新規0%→既存15.4%・同率3位）

・受注⽣産型ビジネス（新規5.6%→既存22.2%・3位）

・EC・⼩売（新規5.6%→既存16.7%・同率2位）

これらのビジネスモデルにとってメルマガは、新規顧客向けの⼿段ではなく、既存顧客の継続利⽤や解約防⽌のための接点
維持ツールとして機能していると⾒られます。

かつてメルマガは、新商品やキャンペーンを既存顧客に知らせる「告知⼿段」として主に活⽤されてきました。しかし今回の調査
結果からは、業種・ビジネスモデルによってその役割が⼤きく多様化していることが⾒えてきます。
受託開発・ITや専⾨サービスでは「ナーチャリングツール」として、ウェビナーや問い合わせで接点を持った⾒込み客を育て、商
談へとつなぐ⼿段として機能しています。⼀⽅、SaaS・EC・受注⽣産型やサービス業・卸売業では、継続利⽤の促進や担当
者との信頼関係を育てる「関係維持・深化ツール」として位置づけられています。

外部プラットフォームへの依存リスクが⾼まる中、⾃社で直接コントロールできる顧客接点としてのメルマガの価値が、それぞれ
のビジネスモデルに応じた形で再定義されつつあると⾔えるでしょう。
こうした多様な役割を担うようになったメルマガですが、実際の運⽤実態はどうなのでしょうか。次章では、メルマガ運⽤の現状と、
期待との間に⽣じているギャップを詳しく⾒ていきます。

Chapter 2︓
新規・既存顧客向けの情報発信、企業はどの⼿段を有効と考えているか︖



Chapter 3:
メルマガ運⽤の現状〜理想と現実のギャップ〜
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Q9 現在、顧客向けのメルマガ（ニュースレター）を運⽤していますか︖※新規顧客・既存顧客向けの配信を含みま
す。HTMLメール・テキストメール、いずれの形式も含みます。 単⼀回答 n=176

メルマガの運⽤状況を尋ねたところ、「定期的に配信している」と答えた企業はわずか15.9%にとどまりました。「不定期
に配信している」23.3%、「現在は配信を停⽌している」6.3%、「配信したことがない」22.2%を合わせると、安定的
に運⽤できていない企業が8割以上を占めています。

業種別に⾒ると、特徴的なパターンが浮かび上がります。製造業は定期運⽤22.9%と最も⾼い⼀⽅、不定期運⽤
も34.3%と最多で、取り組んでいるが定期化できていない業種と⾔えます。
情報通信業では未運⽤が30.8%と突出しており、情報を届けることを事業の核とする業種でありながら、⾃社の情
報発信⼿段としてメルマガが⼗分に活⽤されていないという、意外な実態が浮かび上がりました。⾦融・保険業では
「検討中」が33.3%で最多となっており、これからメルマガを始めようとしている業種として注⽬されます。

8割以上が定期運⽤できず、未運⽤企業の約4分の1は「特に理由もなく」着⼿できていない

Q13 (Q９で過去に運⽤していたが現在は停⽌中、過去も現在も運⽤していないと回答した⽅のみ)
メルマガ（ニュースレター）を現在、運⽤していない理由は何ですか︖ 複数回答 n=50

⼀⽅で、現在メルマガを運⽤していない企業にその理由を尋ねると、「特に理由はない」と「わからない・答えたくない」が
ともに24.0%で最多となりました。「効果が⾒えにくい」「他の施策を優先している」が各18.0%、「継続的に配信する
コンテンツを作れない」16.0%と続きます。

明確な障壁があって運⽤していないのではなく、着⼿できていないだけという企業が⼀定数存在することを、このデー
タは⽰しています。



Chapter 3:
メルマガ運⽤の現状〜理想と現実のギャップ〜

商談獲得・信頼構築を期待しながら、告知・誘導型の運⽤から抜け出せていない
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商談獲得や信頼構築を⽬的とするなら、本来必要なのは読者が「この会社は⾃分の課題をわかっている」と感じられる、本⽂
の中で価値が完結する読み物型のコンテンツです。事例紹介、現場担当者の声、業界インサイト、ノウハウ提供。こうしたコンテ
ンツを積み重ねることで、「この会社からのメールは読む価値がある」という信頼が育ちます。しかし現実には、コンテンツ制作のリ
ソース不⾜から「作りやすい告知・誘導型」に運⽤が引っ張られ、期待と実態の乖離が⽣まれていると考えられます。

（Q9で定期・または不定期でメルマガ運⽤していると回答した⽅のみ）
現在配信しているメルマガの主なコンテンツ形式は何ですか︖最もあてはまるものを1つ選んでください。
単⼀回答 n=69

（Q9で定期・または不定期でメルマガ運⽤している、運⽤を検討中と回答した⽅のみ）
メルマガ（ニュースレター）に特に期待する役割は何ですか︖
単⼀回答 n=96

メルマガに期待する役割として最も多く挙げられたのは「問い合わせ・商談の獲得」（33.3%）、次いで「新規⾒込み客へ
の認知向上」（29.2%）、「既存顧客への信頼強化・ブランディング」と「⾒込み顧客の育成（ナーチャリング）」が同率
（28.1%）で続きます。商談獲得や信頼構築という⾼い期待を持ちながら、実際の配信内容は告知・誘導が中⼼。この乖
離こそが、多くの企業がメルマガの効果を⼗分に引き出せていない要因と考えられます。

実際に配信しているコンテンツの形式を⾒ると、「商品・サービスの告知・キャンペーン案内が中⼼」（34.8%）が最多とな
り、「メール本⽂内で情報を完結させる構成」（30.4%）、「⾃社サイトへの誘導リンクを中⼼とした構成」（27.5%）と続
きます。サイト誘導や告知を⽬的とした配信が依然として主流である⼀⽅、本⽂完結型も約3割を占めています。
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Q12 （Q9で現在定期・不定期で運⽤している、現在運⽤していないが検討中と回答した⽅のみ）
今後、メルマガ運⽤で強化・取り⼊れたい施策はありますか︖各項⽬について、あてはまるものをお選びください。
n=96

今後のメルマガ運⽤で強化したい施策を尋ねたところ、「本⽂完結型コンテンツの強化」が59.4%で最多となりました。続い
て「現場担当者・開発者の⽣の声の掲載」（53.2%）、「他部署との連携強化」（50.0%）、「配信頻度の最適化」
（46.8%）、「セグメント配信・パーソナライズ」（44.0%）と続きます。

この数値は「すでに実施しており今後も注⼒したい」企業と「これから新規で強化したい」企業を合わせたものです。取り組みの
深さは企業によって異なりますが、業種・規模を問わず「本⽂完結型」への関⼼の⾼さが確認できます。サイトへの誘導を⽬
的とした従来型の運⽤から、メール本⽂の中で価値を完結させ、読者との信頼を直接育てるメディアへ。
その意識が、現場レベルで広がっています。

「本⽂完結型コンテンツの強化」への取り組み意欲を業種別に⾒ると、医療・ヘルスケア（71.4%）、製造業（70.8%）、
卸売業・⼩売業（69.2%）で特に⾼く、過半数の企業が強化を望んでいます。サービス業（53.9%）も過半数を超えて
おり、幅広い業種で「読まれるメルマガ」への転換意識が広がっています。⼀⽅、情報通信業では(35.7%)にとどまっており、
他業種と⽐べて取り組み意欲がやや低い傾向が⾒られます。また、セグメント配信・パーソナライズへの関⼼（44.0%）
は⾼いものの、実際に取り組めている企業は少数にとどまっています。

「本⽂完結型コンテンツへの移⾏」は、新たなツール導⼊も追加予算も必要ありません。既存のメルマガ配信環境のまま、コンテ
ンツの設計思想を「サイトへ誘導する」から「メール本⽂の中で価値を完結させる」に切り替えるだけです。事例紹介、現場担当
者の声、業界インサイト。こうした読み物型コンテンツは、特別なシステムなしに今⽇からでも作り始めることができます。

また、本⽂完結型コンテンツは読者との信頼を直接育てるため、開封率・読了率の向上にもつながりやすく、「効果が⾒えにく
い」という課題の解消にも貢献します。

着⼿のハードルが低く、かつ期待する成果（商談獲得・信頼構築）への最短経路でもある。
それが、「本⽂完結型」が多くの企業にとって現実的な第⼀歩である理由です。

クリック誘導型⼀辺倒からの転換。「読まれるメルマガ」への関⼼の⾼まり
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①AI検索時代に問われているのは、「流⼊数」ではなく「顧客接点の設計」

今回の調査結果が⽰すのは、AI検索の普及を単純に「脅威」か「追い⾵」かで判断できるものではないという事実です。
重要なのは流⼊数の増減そのものではなく、誰が・どんな⽬的で接点を持っているかを理解し、それぞれの顧客に合った
チャネルと接し⽅を設計し直すことです。

SEOを主軸とした集客戦略が転換期を迎える中、検索エンジンの仕様変更に左右されない、⾃社でコントロールできる
情報発信チャネルの重要性が改めて⾼まっています。

②⾃社の⽴ち位置を⾒極めた打ち⼿が必要

AI検索の影響が⼀様でないという事実は、「全社共通の対策」が存在しないことを意味します。AI検索の恩恵を受けや
すい業態はその強みをさらに伸ばす⽅向に投資すべきですし、ダメージが集中しやすい業態はAI検索に依存しない別の
接点を強化する必要があります。

⾃社がどちらの傾向に近いかを⾒極めた上で、ホームページ・SNS・ウェビナー・メルマガなど複数の顧客接点をどう組み合
わせるか、戦略的な再設計が求められています。

③既存向けにはメルマガの存在感が増す今、「クリックさせる」から「読まれる」への転換を

新規顧客向けにはホームページ・SNSが依然として主役である⼀⽅、既存顧客向けではメルマガの存在感が増していま
す。しかし今回の調査では、定期運⽤できている企業はわずか15.9%にとどまり、配信内容も告知・誘導が中⼼という
実態も明らかになりました。商談獲得や信頼構築を期待するなら、メール本⽂の中で価値が完結する読み物型のコンテ
ンツへの転換が鍵になります。「本⽂完結型コンテンツの強化」を望む声は59.4%と最多であり、現場の担当者たちはす
でにその⽅向性に気づいています。

⼤きな投資や体制変更を必要としないこの⼀⼿から、まずは着⼿してみることが、メルマガを価値あるメディアへ育てる現
実的な出発点になるはずです。

本調査が、皆様のWebマーケティング戦略を⾒直すきっかけになれば幸いです。
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